
農泊の推進について

資料４



農泊地域数（R４年度末）︓全国計 ６２１地域

北海道 48地域

関東 125地域
茨城県 ７ 栃木県 １１
群馬県 １１ 埼玉県 ６
千葉県 ２１ 東京都 ５
神奈川県１０ 山梨県 １４
長野県 ２０ 静岡県 ２０

東北 90地域
青森県 １２ 岩手県 １５
宮城県 ２６ 秋田県 １３
山形県 １２ 福島県 １２中国四国 93地域

鳥取県 ８ 徳島県 ５
島根県 １５ 香川県 １２
岡山県 １７ 愛媛県 ６
広島県 １６ 高知県 ６
山口県 ８

沖縄 12地域

近畿 53地域
滋賀県 ６ 兵庫県 ８
京都府 １３ 奈良県 １２
大阪府 ５ 和歌山県 ９

東海 42地域
岐阜県 １７ 愛知県 ７
三重県 １８

北陸 62地域
新潟県 ２４
富山県 １１
石川県 １６
福井県 １１

九州 9６地域
福岡県 １８ 佐賀県 ６
長崎県 １０ 熊本県 ２３
大分県 ９ 宮崎県 ７
鹿児島県２３

※ 農泊地域とは、農山漁村振興交付金による農泊推進の支援に採択され、農泊に取り組んでいる地域をいう。

全国の農泊推進の取組状況
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「観光立国推進基本計画」 （令和５年３月31日閣議決定）

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的活計画的に講ずべき施策
３.（1）②イ 農泊の推進
・農村の所得向上と地域の活性化を図るため、農泊を持続的なビジネスとして実施できる体制を持つ地
域を創出し、都市と農村の交流や増大するインバウンド需要の呼び込みを促進する。地域資源を活用し
た食事や体験・交流プログラムの充実、利用者がストレスなくサービスを受けられる受入環境の整備や
利用者のニーズに対応した農泊らしい農家民宿や古民家等を活用した滞在施設の整備を進めるほか、日
本政府観光局（JNTO）等との連携による国内外のプロモーションや、専門家の派遣による地域の課題
に対応した現地指導等を実施する。

「食料・農業・農村基本計画」 （令和２年３月31日閣議決定）

○ 「観光立国推進基本計画」及び「農林水産業・地域の活力創造プラン」等の主要計画における施策的位置づけについ
ては以下のとおり。

Ⅲ 政策の展開方向
７．人口減少社会における農山漁村の活性化

Ⅴ 具体的施策
９．人口減少社会における農山漁村の活性化

〇 地域で受け継がれてきた「食」をはじめとする豊かな資源を活用して新たな需要を発掘するととも
に、地域の共同活動を支援し、地域全体担い手を支えることにより、農林水産業の振興と地域の活性
化を表裏一体で進めていく必要がある。

〈目標〉持続的なビジネスとして実施できる農泊地区を500地区創設

① 農泊、農福連携、ジビエ等の地域資源を活用した農山漁村イノベーション推進等による農山漁
村における所得と雇用機会の確保
・ 地域の食や景観を活用した高付加価値なコンテンツの開発、古民家等を活用した滞在施設の整
備等の観光コンテンツの質を向上

・ 農泊の魅力の国内外への情報発信や受入地域への農泊のビジネス化を働きかけるなど、政府と
してのメッセージを発信

・ 漁村において漁港ストックを最大限活用した「渚泊」を推進
・ 農観連携の推進協定に基づき、農山漁村の魅力と観光需要を結びつける取組を推進

「デジタル田園都市国家構想基本方針」 （令和４年６月７日閣議決定）

ⅲ多様な地域の資源を活用したコンテンツづくり等
（a）多様な地域の資源を活用したコンテンツづくり等
・農泊らしい農家民宿や古民家、地域の食文化、棚田や漁港といった多様な地域資源等観光と異分野を
つなぐ取組の推進や、訪日外国人のニーズに対応した魅力的な食体験及び情報発信等、体験コンテンツ
の充実等を進める。

第３章 各分野の政策の推進
１．(5)④ⅰ地域資源を活用した農山漁村（むら）づくり
・農泊に取り組む地域を創出し、デジタルも活用した都市と農山漁村との交流や、ワーケーション等の
新たな需要及び今後のインバウンド需要回復に向けた取組を促進するとともに、世界農業遺産・日本農
業遺産の認知度向上及び次世代への継承を図るため、認定地域での特産品及び観光におけるブランド力
向上や、若年層における農業遺産の理解醸成に取り組む。

「農泊」の施策的位置づけ及び目標

第３ 観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
２．(3)⑥ア 滞在型農山漁村の確立・形成
農泊を持続的なビジネスとして実施できる体制の構築、農林漁業体験プログラム等の開発や古民家の
改修等による魅力ある観光コンテンツの磨き上げへの支援、優良地域の国内外へのプロモーションの強
化 、子どもの農林漁業体験等に関係省庁が連携して取り組む 。農林漁業者と観光事業者等の関係者の
連携の推進を通じて、農泊地域での年間延べ宿泊者数を令和７年度までに700 万人泊とすることにより、
農山漁村の活性化と所得向上を目指す 。

「農林水産業・地域の活力創造プラン」 （令和３年12月24日改訂）
（農林水産業・地域の活力創造本部決定）

「新時代のインバウンド拡大アクションプラン」 （令和５年５月30日閣僚会議決定）
Ⅲ 文化芸術・スポーツ・自然分野
５ 少数限定の宿泊体験・体験型コンテンツの提供
自然や文化・歴史資源を活用した富裕層向けの少数限定の宿泊体験・体験型コンテンツの提供や民間

活用による国立公園の面的な魅力の向上、農山漁村の観光資源の高付加価値化等により、訪日外国人の
増加とインバウンド消費額の拡大を図る。
（77）農山漁村の高付加価値化
令和７年度末までに農泊地域の年間延べ宿泊者数700万人泊実現を目指し、農泊をビジネスとして実

施できる体制の構築を進めるとともに、農山漁村の観光資源の高付加価値化を図り、ゴールデンルート
から一歩踏み出すインバウンドの地方誘客と地方消費を促す。
特に、古民家の改修、泊食分離、多言語表示、キャッシュレス対応や、日本遺産等を活かした農山漁

村の観光資源の高付加価値化を進めることにより、インバウンドの富裕層にも訴求する滞在型農山漁村
を創出する。
また、海や漁村に関する地域資源を活かした海業を漁港・漁村で展開し、地域のにぎわいや所得と雇

用を生み出すため、体験コンテンツの造成、受入環境整備等を推進する。

「経済財政運営と改革の基本方針2023」 （令和５年６月16日閣議決定）
第２章 新しい資本主義の加速
２．投資の拡大と経済社会改革の実行
（５）インバウンド戦略の展開
国際的な人的交流の促進を通じたインバウンドの拡大を図るため、「新時代のインバウンド拡大アク
ションプラン」に基づき、従来の観光にとどまらず、日本を舞台とした国際交流の回復や国際頭脳循環
の確立を目指し、ビジネスや教育・研究、文化芸術・スポーツ等の広い分野で取組を深化させる。
（持続可能な形での観光立国の復活）
訪日外国人旅行消費額が本年第１四半期に１兆円を超えるなど、我が国の成長戦略の柱、地域活性化
の切り札である観光について、新たな「観光立国推進基本計画」に基づき、持続可能な観光地域づくり
やインバウンド回復、国内交流拡大に戦略的に取り組む。

Ⅸ．日本の魅力を活かしたインバウンドの促進
（１）コンテンツの整備
外国人向けのインバウンドの回復に向けた努力を行う。（中略）文化観光の推進のため、文化施設の
夜間活用や日本遺産の活用、文化観光拠点の整備等を支援するとともに、スポーツツーリズム、農泊、
サイクルツーリズムなど多種多様なコンテンツ整備を行う。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」 （令和５年６月16日閣議決定）
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農泊推進実行計画（概要）

■令和７年度目標:（農山漁村の活性化と所得向上を目指す）
対応の方向性 目標

農泊地域での
年間延べ宿泊者数 700万人泊

訪日外国人旅行者の割合 10％

■コロナで疲弊した地域の取組の持続性確保に効果的な支援が必要ではないか
■農泊に関わる人材の確保・育成をすべきではないか
■地域全体に裨益する体制を確立すべきではないか
■ICT化による事業合理化やEBPMの促進が必要ではないか

■農家宿泊・農業体験にとどまらない農泊を周知し、イメージを刷新するべきではないか
■コンテンツの一覧化等による旅マエの情報提供の抜本的な改善が必要ではないか
■農泊地域自身による現状認識と課題分析が必要であり、マーケティング戦略が急務
■受入環境整備等を通じたインバウンドの地方誘客が必要ではないか

■新たな旅行テーマに応じた農泊の展開に向けた支援が必要ではないか
■来訪者満足度の上昇と地域課題の解決を同時に図る取組を促進すべきではないか
■さらなる農泊地域の裾野拡大が必要ではないか
■資金調達が円滑に進むような支援が必要ではないか
■中長期滞在者の確保や来訪者の再訪・関係人口化に繋げることが必要ではないか

■実施体制の再整備のための先進地視察やコンテンツ充実等への支援
■都道府県ネットワークの構築
■専門家派遣の活用について意義と効果の周知
■地域おこし協力隊員等の活用と農泊関係起業等への働きかけ
■関係組織それぞれに期待される役割、地域の取組へのポイントを提示
■地域協議会の登録制度の実現
■地域共通の宿泊予約システム導入等による農泊版DXの推進

■農泊総合情報プラットフォームによるマーケットに対する「農泊」の可視化等
■観光アクセス交通・観光周遊交通を確保できるような情報提供
■「インバウンド重点受入地域」の指定による受入体制の重点的な底上げ

■「高付加価値」かつ「持続的」で「関係人口増加に資する」、全国の農泊地域
の範となる新たなモデルの実証をソフト・ハード両面で支援
■農業労働力支援等、農泊を通じた地域課題解決等につながる取組を支援
■資金調達のモデル提示
■滞在長期化に向けて、関係省庁の観光関連施策との連携と役割分担
■「旅マエ・旅ナカ・旅アト」における消費機会拡大等のための取組促進

■ コロナ禍からの復活とコロナ禍前を超える農山漁村地域への誘客を実現し、農山漁村の活性化と所得向上につなげていく。
令和７年度に向けて目指すべき姿

主な具体策主な具体的課題
A A

B

C

B

C

○ 「農泊」は、持続可能な農泊地域を創出する観点から、500地域創出を掲げた「草創期」から、 「年間延べ宿泊者数を令和７年度までに
700万人泊」とする目標の下、成果を示す「成長期」へ移行すべき段階にある。

○ 地域自身が、地域の持続的な自立に資する事業を起こすことを目指す起業家精神「農山漁村アントレプレナーシップ」を持ち、「新規来訪者
の獲得」「来訪１回当たり平均泊数の延長」「来訪者のリピーター化」に取り組むとともに、農林水産省が都道府県・事業者等と連携して広
域的な課題解決に向けた支援を企画・実施することを通じ、目標の達成と農山漁村地域の持続性確保を目指す。

計画期間︓
令和5～７年度
（2023～2025）

基本方針

（コロナで疲弊した）
農泊地域の実施体制を再構築

（これまでに整えたコンテンツを広く可視化し）
まずはわが農山漁村に来てもらう

（訪れた人にとっても）
いつも、いつまでも居て楽しめる農山漁村をつくる

A

C

B む ら

む ら
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メージ＞

１．農山漁村発イノベーション推進事業（農泊推進型）

①農泊推進事業

ア 農泊の推進体制整備や観光関係者とも連携した観光コンテンツの開発、Wi‐Fi等の環境整備、新たな取組
に必要な人材確保等を支援します。

【事業期間：上限２年間、交付率：定額（上限500万円/年等）】
イ 実施体制が整備された農泊地域を対象に、インバウンド受入環境の整備やワーケーション受入対応、地元

食材・景観等を活用した高付加価値コンテンツ開発等を支援します。

【事業期間：上限２年間、交付率：1/2等】
②広域ネットワーク推進事業

戦略的な国内外へのプロモーション、農泊を推進する上での課題を抱える地域への専門家派遣・指導、利用

者のニーズ等の調査を行う取組等を支援します。

【事業期間：１年間、交付率：定額】

２．農山漁村発イノベーション整備事業（農泊推進型）

①農泊の推進に必要な古民家等を活用した滞在施設、一棟貸し施設、体験・交流施設等の整備を支援します。

【事業期間：上限２年間、交付率：1/2（上限2,500万円※）】
（※遊休資産の改修：上限5,000万円、市町村所有の遊休資産を宿泊施設として改修：上限１億円）
②地域内で営まれている個別の宿泊施設の改修を支援します。

（農家民泊から農家民宿へ転換する場合、促進費が活用可能）

【事業期間：１年間、交付率：1/2（上限1,000万円/経営者かつ5,000万円/地域）】

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-0030）

＜事業の流れ＞

インバウンド受入環境の整備

トイレの洋式化Wi-Fi環境の構築多言語への対応

課題に応じた専門家の派遣・指導

古民家等を活用した滞在施設の整備

地元食材・景観等を活用した高付加価値コンテンツの開発

＜対策のポイント＞
農山漁村の活性化と所得向上を図るため、地域における実施体制の整備、食や景観を活用した観光コンテンツの磨き上げ、ワーケーション対応等の利便性
向上、国内外へのプロモーション等を支援するとともに、古民家等を活用した滞在施設、体験施設の整備等を一体的に支援します。

＜事業目標＞
都市と農山漁村の交流人口の増加（1,540万人［令和７年度まで］）

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）のうち
農山漁村発イノベーション推進・整備事業（農泊推進型）

【令和５年度予算額 9,070（9,752）百万円の内数】

国

定額、1/2

1/2

定額
（１②の事業）

（１①の事業）

（２の事業）中核法人等

地域協議会等
民間企業等

（都道府県、一般社団法人を含む）
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※ 中核法人は、地域における宿泊、食事、体験等の中核
を担うとともに、地域全体のマーケティングやマネジ
メント等の協議会構成員間の調整を行う。

法人化された中核法人※を中心として、
多様な関係者がプレイヤーとして地域
協議会に参画し、地域が一丸となって
取り組む。
（構成員に農林水産業のいずれかに関わ
る者を含むこと）

農泊推進体制 ＜ ソフト対策 ＞
農泊実施体制等の整備

新たな取組に必要となる人材の雇用等に要する経費
を支援
※農泊推進事業と併せて実施すること

人材活用事業
事業実施期間︓上限2年間
交付率︓定額
上限︓1年目、2年目
とも250万円/年

＋

農泊経営の高度化

農泊地域高度
化促進事業

事業実施期間︓上限２年間
交付率︓①定額等

②③１/２
上限︓①200万円

②③100万円、150万円

○ 農泊の運営主体となる地域協議会等に対して、ソフト・ハード両面から一体的に支援を行う。

地
域
協
議
会
の
取
組
へ
の
支
援

宿泊施設等の充実
古民家等を活用した滞在施設、体験交流施設、農林
漁家レストラン等の整備に要する経費を支援

市町村・中核
法人実施型

事業実施期間︓上限2年間
交付率︓１/２
上限︓原則2,500万円（国費）

農家民泊経営者等が現在営んでいる宿泊施設の改修
に要する経費を支援
※農家民泊から旅館業法の営業許可を取得した農家民宿
に転換するための整備を行う場合、併せて転換促進費の
活用が可能（1経営者あたり最大100万円）

農家民泊経営
者等実施型

事業実施期間︓1年間
交付率︓１/２
上限︓1,000万円/経営者

（国費）
（1地域あたり5,000万円）

※以下２つの実施形態のうちいずれか。
＜ ハード対策 ＞

ホテル・旅館

ジビエ

農林漁業体験

スポーツ
アクティビティ

〇 このほか、国内外へのプロモーション事業を通じた
農泊地域の魅力発信を行い、農泊需要の喚起を推進

農家レストラン
古民家等を活用
した宿泊施設

廃校を活用した宿泊施設

市町村・中核法人

農家民宿・民泊

地域協議会との連携体

地域協議会

※民泊等の経営者が単独で
事業を申請することは不可

農泊推進事業
事業実施期間︓上限2年間
交付率︓定額
上限︓1年目、2年目
とも500万円/年

農泊をビジネスとして実施できる体制の整備、観光
コンテンツの磨き上げ等に要する経費を支援
ワークショップの開催、地域協議会の設立・運営、地域資源
を活用した体験プログラム・食事メニュー開発 等

① インバウンド対応

② 高付加価値化対応（食・景観）

「食」「景観」「ワーケー
ション」のうち、
一つのみ実施の場合
⇒上限100万円（国費）
二つ以上実施の場合
⇒上限150万円（国費）

Wi-Fi、キャッシュレス、多言語対応、トイレの洋式化、イン
バウンド向け食事メニュー開発 等

・地元食材を活用した食事メニュー開発
・景観・歴史・伝統文化等を活用した体験プログラム開発 等
③ ワーケーション対応
Wi-Fi、オフィス環境（机、椅子、アクリル板等）整備、企業
等への情報発信 等

※ ②③の助成額について

※当該事業による支援は１回限り。
また、 ①とそれ以外（②,③）の同時実施は不可。

完了後

※

農泊推進事業完了地区を対象に、集客力の向上や経営の安定等を図るための取組に要する経費を支援

市
町
村
・
中
核
法
人
等
の
取
組
へ
の
支
援

中核法人

交 通 業宿 泊 業 飲 食 業

農林水産業 小売業（お土産等）

旅 行 業 金 融 業

■農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）のうち
【令和５年度予算額 9,070（9,752）百万円の内数】農山漁村発イノベーション推進・整備事業（農泊推進型）
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《平成29年度採択地域(1次・2次)》 《令和元年度採択地域(1次・2次)》《平成30年度採択地域(1次・2次)》

計14地域

計15地域

計13地域

道全体・・・4９地域

北海道における農山漁村振興交付金の農泊推進対策採択地域 （令和５年６月現在）

《令和２年度採択地域(1次)》

計2地域

《令和３年度採択地域(1次)》

計1地域

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

空知 三笠市
三笠地域における「農」と

「食」の連携推進協議会
農

空知 月形町 北の里泊ネット 農

空知 栗山町 栗山町農泊推進協議会 農

後志 寿都町 北海道寿都町水産業産地協議会 水

胆振 白老町
ポロトの森エコミュージアム推

進協議会
林

渡島 七飯町 七飯大沼農泊観光推進協議会 農

上川 東川町
ひがしかわ子ども農村体験交流

推進協議会
農

上川 美瑛町
一般財団法人 丘のまちびえい

活性化協会
農

宗谷 利尻町 利尻地区地域水産業再生委員会 水

十勝 鹿追町 鹿追町農泊推進協議会 農

十勝 帯広市
十勝域内「農・泊」観光連携協

議会
農

釧路 鶴居村
ＮＰＯ法人 美しい村・鶴居村

観光協会
農

根室 根室市 歯舞漁業協同組合 水

根室 中標津町
カモン！なかしべつインバウン

ド振興推進協議会
農

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

石狩 北広島市 北広島市農泊交流協議会 農

石狩 石狩市
いしかり古民家活用地域活性化

協議会
農

後志 余市町
余市町まちづくり協議会（仮

称）
農

日高 平取町 平取町地域活性化協議会 農

渡島 八雲町 ＮＰＯ法人 やくも元気村 農

上川 比布町
世界一大雪山がきれいに見える

町ぴっぷ農泊体験推進協議会
農

留萌 留萌市 ＮＰＯ法人 留萌観光協会 農

留萌 小平町 小平町農泊ビジネス推進協議会 農

ｵﾎｰﾂｸ 滝上町
滝上町農泊観光地域づくり協議

会
農

ｵﾎｰﾂｸ 大空町 大空町地域雇用創出協議会 農＋水

ｵﾎｰﾂｸ 網走市
オホーツク農山漁村活用体験型

ツーリズム推進協議会
農＋水

十勝 帯広市
帯広ファームトリップ推進協議

会
農

十勝 更別村
更別グランファームツーリズム

推進協議会
農

十勝 浦幌町 浦幌農泊観光促進協議会 林

根室 標津町 標津町地域協議会 農＋水

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

空知 岩見沢市 北村地域農泊推進協議会 農

上川 東神楽町 東神楽町農泊推進協議会 農

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

空知 美唄市
びばい食農アートまちづくり推

進協議会
農

空知 新十津川町 新十津川農泊推進協議会 農

空知 深川市 深川市農泊推進協議会 農

空知 夕張市 夕張ファームステイ推進協議会 農

渡島 八雲町
落部ブルーツーリズム推進協議

会
水

渡島 ⾧万部町 ⾧万部町観光地域づくり協議会 農

上川
旭川市

ほか
大雪農泊ビジネス協議会 農

上川 幌加内町
幌加内ファームステイ推進協議

会
農

ｵﾎｰﾂｸ 美幌町 美幌町観光まちづくり協議会 農

十勝 豊頃町 一般社団法人 ココロコ 農

十勝 広尾町 ピロロツーリズム推進協議会 農＋林＋水

渡島 函館市
（仮称）函館歴史建築活用協議

会
水

ｵﾎｰﾂｸ 北見市 北見市農泊推進協議会 農

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

後志 赤井川村 赤井川村農泊推進協議会 農

《令和４年度採択地域(1次・2次)》

計３地域

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

後志 仁木町
仁木町ワインツーリズム推進協

議会
農

上川 中川町 中川町農泊推進協議会 農+林

十勝 浦幌町
十勝うらほろ農泊交流・発酵熟

成協議会
農

振興

局名

市町

村名
事業実施主体名

取組

種別

十勝
足寄町・

本別町
ちほく銀河野里農泊推進協議会 −

《令和５年度採択地域(1次)》

計１地域
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北海道における農山漁村振興交付金の農泊推進対策採択地域図（令和５年６月現在）

H29採択地域

H30採択地域

H31採択地域

R 2 採択地域

R 3 採択地域

R 4 採択地域

R 5 採択地域

複数採択地域

札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

北広島市

石狩市

当別町新篠津村

函館市
北斗市

松前町 福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

今金町

せたな町

小樽市

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町 ニセコ町

真狩村
留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町

共和町

岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村
夕張市

岩見沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市歌志内市

深川市

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町

雨竜町
北竜町

沼田町

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町

上富良野町

中富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村中川町

幌加内町

留萌市

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

稚内市

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

幌延町

北見市

網走市

紋別市

美幌町

津別町

斜里町

清里町

小清水町

訓子府町
置戸町

佐呂間町

遠軽町

湧別町

滝上町

興部町

西興部村

雄武町

大空町

室蘭市

苫小牧市

登別市

伊達市

豊浦町

壮瞥町 白老町

厚真町

洞爺湖町

安平町

むかわ町

日高町

平取町

新冠町

浦河町

様似町

えりも町

新ひだか町

帯広市

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町

釧路市
釧路町

厚岸町

浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

根室市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町
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北海道農泊推進ネットワーク会議の構成員について

○ 次の構成員「農泊地域２地域」が新規に増え、３９地域から41地域へ（令和５年７月1４日現在）

区 分 名 称 （事務局）

農泊地域 十勝うらほろ農泊交流・発酵熟成協議会（十勝うらほろ樂舎） 浦幌町

ちほく銀河野里農泊推進協議会（ちほく銀河野里農泊推進協議会） 足寄町・本別町

　現会員数 　新規会員数 会員計
（①） （②） （①＋②）

農泊地域 ３９地域 ２地域 ４１地域

農泊実施地域 ２地域 － ２地域

計 ４１地域 ２地域 ４３地域

＜参考：北海道農泊推進ネットワーク会議設置要領関係部分抜粋＞

５ 参集範囲
（３）農泊地域

平成 29 年度（2017 年度）以降、国の農⼭漁村振興交付⾦（農泊推進対策）事業に採択された地域協議会等の事
業実施主体のうち、本会議に参加を希望する機関・団体

（４）農泊実施地域
農泊の取組を既に実施している地域、⼜は、これから取組を強化するため農⼭漁村振興交付⾦（農泊推進対策）の

事業採択を⽬指す地域で、別記第１号様式の参加申込書（農泊実施地域）を提出した者のうち農泊実施地域選定会議
において別表２で掲げる要件を全て満たすと確認された者。
（別表２）農泊実施地域の選定要件

ア 宿泊、⾷事、体験の三つのサービスを提供できること。
イ 個⼈の活動ではなく、多様な構成員で取り組む体制を有すること。
ウ 地域の農林漁業に裨益すること
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区分

北海道経済連合会

（公社）北海道観光振興機構

北海道農業協同組合中央会

ホクレン農業協同組合連合会

北海道漁業協同組合連合会

北海道森林組合連合会

（株）日本政策金融公庫

北海道グリーンツーリズムネットワーク

（公財）北海道農業公社

（一社）北海道農業会議

北海道土地改良事業団体連合会

北海道大学

札幌大谷大学

北海道（経済部、水産林務部、農政部）

国土交通省北海道開発局農業水産部

国土交通省北海道運輸局観光部

農林水産省北海道農政事務所

北の里泊ネット ( ＮＰＯ法人サトニクラス ) 月形町

栗山町農泊推進協議会 ( ＮＰＯ法人　雨煙別学校 ) 栗山町

びばい食農アートまちづくり推進協議会 ( びばい食農アートまちづくり推進協議会事務局 ) 美唄市

新十津川農泊推進協議会 ( 社会福祉法人　明和会 ) 新十津川町

深川市農泊推進協議会 ( 深川市農政課農政係 ) 深川市

夕張ファームスティ推進協議会 ( ＮＰＯ法人　ゆうばり観光協会 ) 夕張市

北広島市グリーン・ツーリズム協議会 ( 北広島市経済部農政課 ) 北広島市

いしかり古民家活用地域活性化協議会 ( （一社）北海道古民家再生協会 ) 石狩市

北海道寿都町水産業産地協議会 ( 寿都町産業振興課 ) 寿都町

余市町観光地域づくり協議会 ( （一社）余市観光協会 ) 余市町

赤井川村農泊推進協議会 ( （一社）赤井川村国際リゾート推進協会 ) 赤井川村

仁木町ワインツーリズム推進協議会 ( (株) NIKI Hillsヴィレッジ ) 仁木町

ポロトの森エコミュージアム推進協議会 ( （一社）白老観光協会 ) 白老町

支援
会員

ｵﾌﾞ
ｻﾞｰ
ﾊﾞｰ

北海道農泊推進ネットワーク会議　会員名簿
　（令和５年７月１４日現在）

名　称　（　事 務 局　）

農泊
地域

1／311



区分

七飯大沼農泊観光推進協議会 ( 大沼流山牧場 ) 七飯町

八雲グリーン・ツーリズム推進協議会 ( ｙａｋｕｍｏ　ｖｉｌｌａｇｅ ) 八雲町

落部ブルーツーリズム推進協議会 ( 落部ブルーツーリズム推進協議会 ) 八雲町

長万部町観光づくり協議会 ( 長万部町観光地域づくり協議会事務局 ) 長万部町

函館歴史建築活用協議会 ( 函館歴史建築活用協議会 ) 函館市

一般財団法人　丘のまちびえい活性化協会 ( 丘のまちびえいＤＭＯオフィス ) 美瑛町

（一社）大雪カムイミンタラＤＭＯ ( （一社）大雪カムイミンタラＤＭＯ ) 旭川市ほか

東神楽町農泊推進協議会 ( 東神楽町農泊推進協議会事務局 ) 東神楽町

中川町農泊推進協議会 ( 中川町地域商社設立支援室 ) 中川町

るもい体験観光推進協議会 ( ＮＰＯ法人　留萌観光協会 ) 留萌市

小平町農泊ビジネス推進協議会 ( （株）ＳＴＡＹ　ＯＢＩＲＡ ) 小平町

利尻地区地域水産業再生委員会 ( 利尻町まち産業推進課水産農林振興係 ) 利尻町

（一社）滝上町観光協会 ( （一社）滝上町観光協会 ) 滝上町

大空町地域雇用創出協議会 ( （株）大地のＭＥＧＵＭＩ ) 大空町

オホーツク農山漁村活用体験型ツーリズム推進協議会 ( 合同会社　大地のりんご ) 網走市

美幌町農村ツーリズム協議会 ( 美幌町経済部みらい農業センター ) 美幌町

北見市農泊推進協議会 ( （一社）北見市観光協会北見支部 ) 北見市

鹿追町農泊推進協議会 ( ＮＰＯ法人　北海道ツーリズム協会 ) 鹿追町

十勝域内「農・泊」観光連携協議会 ( （株）アグリファッショングループ ) 帯広市

帯広ファームトリップ推進協議会 ( （一社）帯広観光コンベンション協会 ) 帯広市

豊頃町農山漁村・互産互生推進協議会 ( （一社）ココロコ ) 豊頃町

ピロロツーリズム推進協議会 ( 菊地ファーム ) 広尾町

十勝うらほろ農泊交流・発酵熟成協議会 ( 十勝うらほろ樂舎 ) 浦幌町 ←新規

ちほく銀河野里農泊推進協議会 ( ちほく銀河野里農泊推進協議会 ) 足寄町ほか ←新規

鶴居村農泊推進協議会 ( NPO法人 美しい村・鶴居村観光協会 ) 鶴居村

歯舞地区マリンビジョン協議会 ( 歯舞漁業協同組合総務部 ) 根室市

カモンなかしべつインバウンド振興推進協議会 ( 中標津町商工会 ) 中標津町

南知床標津町観光協会 ( 標津町観光協会 ) 標津町

長沼町グリーン・ツーリズム運営協議会 ( 長沼町グリーン・ツーリズム運営協議会事務局 ) 長沼町

地域ＤＭＯ　大雪山ツアーズ株式会社 ( 地域ＤＭＯ　大雪山ツアーズ株式会社 ) 上川町

賛助会員 特定非営利活動法人　じもっト 札幌市

農泊実
施地域

名　称　（　事 務 局　）

農泊
地域
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〇　農泊実施地域選定会議

北海道大学大学院農学研究院 ( 准教授 )

（公社）北海道観光振興機構 ( 国内誘致部　次長 )

北海道土地改良事業団体連合会 ( 総務企画部企画指導課　指導役 )

北海道経済部観光局 ( 観光振興課　課長補佐 )

構成
機関
・

団体

名　称　（　所 属 及 び 職 名　）
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